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１ 地勢

人口
2,098,804人（全国16位）

（平成27年国勢調査）

面積
13,561.56k㎡（全国４位）

（国土地理院 平成27年10月１日）

市町村数
77（全国２位）

（19市23町35村）
（総務省 平成28年10月10日）

自然公園面積
2,785.48 k㎡（全国３位）
（環境省自然環境局 平成28年４月15日）

長野県「第五次国土利用計画（長野県計画）」

森林

10,667 k㎡

78.7%

農地、 1,109 k㎡

8.2%

道路、水面・河川等

819 k㎡、6.0%

宅地,、533 ,k㎡

3.9%
その他、 434 , k㎡

3.2%

県土利用の状況

全国４位の広い県土の
約８割は森林が占める

首都圏・中京圏から200ｋｍ

圏内に位置する交通の結
節点となっている

長野県「産業立地ガイド）」
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●県内総生産は、生産額（名目）、全国シェアともに低下傾向。生産額の大きい製造業が2001(平成13)年の約2.1兆円
から2013(平成25)年の1.93兆円に低下、サービス業は同年比で約1.59兆円から約1.43兆円に低下

（年度）

２ 経済：県内総生産

長野県「平成25年度（2013年度）長野県の県民経済計算」
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サービス業

不動産業

卸売・小売業

建設業
農林水産業

その他

77,522

82,543
86,123

製造業
25%

サービス業
18%

不動産業
14%

卸売･小売業

9%

建設業
5%

農林水産業
2%

その他
27%

（億円）

2001年と2013年との比較では、大きな割

合を占めている製造業、サービス業、卸
売・小売の順に減少幅が大きい

製造業

18%

サービス業

20%

不動産業

12%
卸売･小売業

14%

建設業

6%

農林水産業

1%

その他

29%

長野県の特徴とし
て、製造業の比率が
高く、卸売・小売業
の比率が低い

経済活動別構成（2013年）
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県内総生産（名目）及び全国シェアの推移

県内総生産（名目）

全国シェア

全国
18位
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リーマンショック
2008年９月

国 長野県
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●一人当たり県民所得は、2009（平成21）年度の251万円を底として増加に転じ、2013（平成25）年度は271万円。
一人当たり国民所得に比べ低い水準で推移。

●一人当たり県民雇用者報酬は、 2009（平成21）年度に大きく減少した後増加傾向。都道府県計より低い水準で推移。

２ 経済：県民所得

長野県「平成25年度（2013年度）長野県の県民経済計算」。
全国順位については、内閣府「平成25年度県民経済計算年報（H28）」

一人当たり県民所得は、2009（H21）年まで減
少したあと増加傾向。一人当たり県民所得の
対全国比は100未満で推移
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国

対全国比（国＝100）

（年度）

全国
30位

年度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

一人当たり
県民所得（万円）

283 277 279 284 286 279 279 264 251 259 263 263 271

一人当たり
国民所得（万円）

288 286 288 290 293 296 298 277 269 276 274 276 285

全国順位 22 24 24 22 22 26 26 25 27 28 29 29 30

内閣府「平成25年度県民経済計算年報（H28）」。
「県民雇用者報酬÷県民雇用者数」で算出

年度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

全国順位  16  13  12  13  12  13  12  10  12  12  10  8  8

一人当たり県民雇用者報酬は、2009（H21）年
に大きく減少したあと増加傾向。都道府県計よ
り低水準であるものの、全国順位は上昇傾向
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●長野県内の主要な消費産品に対する県内事業所（県外資本の事業所を含む）での生産割合は、100％に達していない。潜在力
から見て、農林産品、飲食料品、木製品、エネルギー等は、自給率を高める余地がある。特にエネルギーは、効率性向
上と地域資源での供給拡大によって資金流出を抑制可能

２ 経済：地域内経済循環

長野県産業連関表の平成17・23年表から長野県企画振興部作成。
自給率：県内需要のうち県内事業所によりまかなわれた額の割合。
なお、17年表と23年表では一部の部門分類が変更されている。

地域で消費する産品の一部を地域で生産
しうる可能性のある産業部門

化石燃料の使用に伴う長野県から海外への資金流出額の推計（長野県）

石油・石炭製品（ガソリン、灯油等）及び電力・ガス
等の使用に伴って海外へ資金が流出

長野県環境部作成

0.0 50.0 100.0

電力・ガス・熱供給

その他の製造工…

輸送機械

電子部品

情報・通信機器

電気機械

精密機械

一般機械

業務用機械

生産用機械

はん用機械

金属製品

非鉄金属

鉄鋼

窯業・土石製品

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ・ｺﾞﾑ

石油・石炭製品

化学製品

ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・木製品

繊維製品

飲食料品

鉱業

農林水産業

主要産品の自給率（長野県）
23年表

17年表



３ 産業：産業別構成比、労働生産性

●付加価値構成比及び従業者構成比とも、上位から、製造業、卸売・小売業、医療・福祉。全国の産業構成比と比較して、
製造業の構成比が大きい（付加価値＋9.2％、就業者＋6.7％）。一方、労働生産性は多くの産業で全国を下回っており、
宿泊・飲食など少数の上回る産業も全国平均並み。

経済産業省「地域経済分析（長野県）」

労働生産性が全般的に低い

サービス産業従事者は66.2％

25
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３ 産業：製造業（１）

●製造業の付加価値額は、2000（平成12）年に２兆7,506億円とピークに達した後急激に減少。リーマンショックの影響
を受けた2009（平成21）年には大きく落ち込む。

●2010（平成22）年には再び２兆円台を回復したが、2012（平成24）年以降、電子・電気・情報分野の落ち込みにより
２兆円を下回って推移。

電子・電気・
情報

機械

輸送

食料・
飲料

その他

精密

長野県の製造業の付加価値額の推移（従業者数４人以上の事業所）

長野県企画振興部「工業統計調査結果報告書」（従業者数４人以上の事業所）
※平成19年調査では調査項目の追加等が行われたため、付加価値額の数値は平成18年以前とは接続しない。
平成20年調査から、日本標準産業分類の改訂に伴い、新しい産業分類が適用されている。

長野県と全国の製造業の付加価値額の推移（指数 1998＝100）

長野県企画振興部「工業統計調査結果報告書」（従業者数４人以上の事業所）、経済産業省「工業統計表（産業編）」

（億円）

その他
4,601

食料・飲料
2,335

電子・電気
･情報
6,932

(35.6%)

輸送 1,355

機械（はん用・生
産用・業務用）

4,244

リーマンショックの影響を
受けた2009並みの水準
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215,073
192,602

191,261
186,568
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189,150

190,884

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

6,533
5,790

5,583
5,814 5,470

5,276 5,193
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３ 産業：製造業（２）

●製造業の事業所数は1991（平成３）年の約１万事業所をピークに減少傾向が続いており、2014（平成26）年はピーク
時の５割程度の水準。

●従業者数は、1991（平成３）年の約29万人をピークに減少が続いた後、2005（平成17）年からは増加に転じたが再び
減少に転じ、近年は20万人を下回って横ばい傾向。

その他
2,174

食料・飲料
784

電子・電気
･情報

805(15.5%)

輸送 249

機械（はん用・生産
用・業務用）

1,181（22.7％）

長野県企画振興部「工業統計調査結果報告書」（従業者数４人以上の事業所）
※平成19年調査では調査項目の追加等が行われたため、付加価値額の数値は平成18年以前とは接続しない。
平成20年調査から、日本標準産業分類の改訂に伴い、新しい産業分類が適用されている。
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長野県の製造業の事業所数の推移（従業者数４人以上の事業所）

長野県の製造業の従業者数の推移（従業者数４人以上の事業所）

（事業所）
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ピーク時の５割程度の水準

近年はほぼ横ばい
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３ 産業：企業立地

●過去10年間の研究所立地件数は都道府県順位で上位となっているが、工場立地件数の推移をみるとバブル崩壊後大きく
減少し、以降低迷が続いている。

長野県の工場立地件数の推移

バブル崩壊後低迷が続く

※2015から太陽光発電施設を建設する目的での用地取得は対象外

バブル崩壊

都道府県別研究所立地件数（2006～2015年の10年間合計）

経済産業省「工場立地動向調査」

全国４位

（件）

（件）

グラフに記載がない11県は立地件数ゼロ。

長野県産業労働部「工場立地動向調査結果（用地1,000㎡以上）」

（年）
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３ 産業：観光業

●観光旅行者数・消費額はともに長期的な減少傾向、客室稼働率は全国最下位。
●外国人宿泊者数及び学習旅行で長野県を訪れる児童・生徒数は増加傾向。

観光地延利用者数・観光消費額の推移（長野県）

長野県観光部「観光地利用者統計調査」

利用者数・消費額ともに
長期的な減少傾向

観光庁「宿泊旅行統計調査」

（%）
都道府県別客室稼働率（2015）

客室稼働率は
全国最下位

長野県観光部「学習旅行実態調査」

学習旅行来訪延児童・生徒数及び学校数の推移（長野県）

児
童
・生
徒
数
（人
）

学
校
数
（校
）

児童・生徒数、学校数ともに増加傾向

2013年以降急増

2011年３月東日本大震災

2008年９月リーマンショック

観光庁「宿泊旅行統計調査」（2010年より対象施設拡大）

上位、下位10団体を表示

（年） （年）

諏
訪
大
社
御
柱
祭

善
光
寺
御
開
帳

（単位：億円）
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2,735 2,759 2,749 2,714 
2,623 

2,738 2,736 2,726 

2,832 2,818 
2,914 

164
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農産物産出額 農業関連産出額

9,564 9,765
8,667 9,322 9,250 9,793

8,059

9,824

7,887 8,223 8,678
9,388

245
260 262 267
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林産物生産額 素材生産量

40歳未満
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50～59歳

60～69歳

70歳以上

3,020

2,732
2,913

2,617 2,643 2,691
2,567 2,572

2,461
2,288

2,022 2,108
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120 114

157
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新規就業者（右軸）

40歳未満

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～74歳

75歳以上

154 154
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80,000
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120,000

140,000

160,000

180,000
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新規就農者数（40歳未満）（右軸）

（年）
農林水産省「農林業センサス」

年齢別農業就業人口と新規就農者の推移（長野県）

（人）

170,676

155,620

130,823

100,244

82,922

農業農村総生産額の推移（長野県）

現在の算定方式となっ
た2005以降で最高額

新規就農者数は増加しているものの
農業就業人口の減少が続いている

３ 産業：農林業

●農業農村総生産額は増加傾向、2015（平成27）年は現在の算定方式となった2005（平成17）年以降での最高額。
●林産物生産額及び素材生産量は順調に推移。
●新規就農者数は増加しているものの、農林業従事者は全体として減少傾向。

林産物生産額と素材生産量の推移（長野県）

長野県林務部

年齢別林業就業者数と新規就業者数の推移（長野県）

長野県林務部

林業就業者は減少傾向だ
が、前回調査より増加

生産額、素材生産
は順調に推移

（人）

（人） （人）

素
材
生
産
量
（
千
ｍ
３
）

林
産
物
生
産
額
（
百
万
円
）

（年） （年）

（年）
0

（億円）

2,792

2,899
2,925 2,918

2,876
2,908 2,922 2,917

3,031 3,019

3,116

2005～2014年度の農産物産出額は農林水産省「生産農業所得統計」、2015年度は
長野県農政部推計値
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商店街数の推移（長野県）

長野県産業労働部「商店街実態調査」

10,361

10,630

10,393

10,668 10,569

10,728
10,930

10,263

10,356 10,370

9,918

9,534

9,020
8,938 8,927
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15,000

20,000
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工事費：民間発注

工事費：県除く公共発注

工事費：県発注

建設業許可業者数（右目盛）

19,979
19,200

16,065
15,431 15,934

14,015

12,214
11,465

9,777
8,716 8,443 8,447

7,784
7,306

6,237
5,936

6,692
6,087

7,557
7,4137,046

（億円） （業者数）建設投資額と建設業許可業者数の推移（長野県）

国土交通省「建設総合統計年度報」から長野県建設部作成

1981をピークに減少傾向

投資額・業者数とも長
期的に低下しているが
近年は横ばい

３ 産業：建設業、商業

●建設投資額及び建設業許可業者数は減少傾向にあるが、2013（平成25）年以降はほぼ横ばい。
●商品販売額、商店街数等は減少傾向にあるが、2014（平成26）年はほぼ横ばい。

254 262 273 265 248 240 237 191 215

583 543 495 476
398 366 346

303 285
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1991 1994 1997 1999 2002 2004 2007 2012 2014

卸売業

小売業

（百億円） 商品販売額の推移（長野県）

（年）

（年）

（商店街数）

長野県企画振興部「商業統計調査」

29,365 27,825 26,342 26,520 24,548 23,692 21,711
19,556 19,470

6,854
6,770

6,472 6,887
6,183 5,846

5,651
5,991 6,223

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

1991 1994 1997 1999 2002 2004 2007 2012 2014

卸売業

小売業

卸売業・小売業事業所数の推移（長野県）（事業所）

長野県企画振興部「商業統計調査」

（年）

494 500

25,547 25,693

減少傾向だが2014は前回調査より増加

（年）
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1,792

663

941

1,642

298

113

1,545
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440
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807

1,448

502

671

21

73

1,143

229

152

1,011

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800 2,000

管理

専門・技術

事務

販売

サービス

保安

農林漁業

生産工程

輸送・機械運転

建設・採掘

運搬・清掃等

新規常用求人数 新規常用求職者数

４ 雇用（１）

●有効求人倍率はリーマンショックの影響を受け2009（平成21）年に大きく落ち込んだものの近年は回復傾向。
●職業別の新規常用求人・求職の状況をみると職業間での労働力需給のミスマッチが生じている。

有効求人倍率の推移

長野労働局「最近の雇用情勢」
職業別の新規常用求人・求職の状況（長野県）

長野労働局「最近の雇用情勢（平成28年4月分）」

（倍）

（人）

リーマンショックの影響で大
きく落ち込んだものの、近年
は回復傾向

職業間で雇用のミスマッチが生じている

バブル崩壊

リーマンショック

（年）

32



0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

2015（速報）

2010

941
1,111 1,058 1,088 1,044

1,260
1,488 1,586

1,792
1,957 1,9811,875

2,127 2,142

2,499
2,379

2,634

3,060
3,236

3,410
3,561

3,685

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

就職件数 新規求職申込件数

４ 雇用（２）

●若年男性の就業率は５年前と比べて低下。女性の就業率のＭ字カーブは改善しているものの、出産・育児期女性の落ち
込みは依然として解消されていない。

●高齢者及び障がい者の働く意欲は高い。

高齢者が参加したいと考える活動（長野県）

長野県健康福祉部「平成25年度元気高齢者等実態調査」 長野労働局「平成2７年度障がい者の職業紹介状況」

（件） 障がい者の求職・就職等の推移（長野県）

男性の年齢階級別就業率（長野県） 女性の年齢階級別就業率（長野県）
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（％） （％）

高齢層は上昇

高齢者の「働くこと」
に対する意欲は高い

出産・育児期女性は上昇し
ているもののＭ字の落ち込
みは解消されていない

若年層は低下

総務省統計局「国勢調査」 総務省統計局「国勢調査」

障がい者の求職ニーズ
は就職件数を上回る

（年）
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４ 雇用（３）

●非正規職員の割合は2002（平成14）年調査以降全国水準と同程度まで上昇。男性は20代が高く、女性は35～39歳層
から急激に上昇。

かつては全国水準を下回ってい
たが、近年は同水準で上昇

総務省統計局「就業構造基本調査」

非正規職員・従業員割合の推移

（%）

63.2%

30.3%

17.8%

11.6%
9.8% 8.8% 8.4% 8.8%

18.8%

55.6%

76.3%

71.1%
73.0%

78.9%

41.9%
38.9%

42.7%

56.9%

61.0% 60.2%
58.0%

59.4%

76.8%
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58.1%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

男女・年齢階層別雇用者に占める非正規の割合（2012長野県）

総務省統計局「就業構造基本調査」

35～39歳層から非正規割合
が急激に上昇

20代の非正規割合
が高い

長野県（女）

全国（女）

長野県（男）

全国（男）

（年）

男

女
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近所づきあ
い頻度

近所づきあ
いの数

友人づきあ
いの頻度

親戚づきあ
いの頻度

スポーツ・
趣味・娯楽
活動の有無

【総合】つき
あい・交流

１位 １位 17位 14位 25位 ２位

一般的な人
への信頼

見知らぬ人
への信頼

【総合】信
頼

ソーシャル・
キャピタル
指数

13位 13位 13位 ３位

地縁的な活
動への参加

ボランティア・
NPO・市民活
動への参加

【総合】社
会参加

３位 ９位 ４位

70.30 
54.50 

52.66 
51.79 

48.83 
46.41 

45.71 
45.15 
44.86 

44.35 
43.04 
42.78 
42.68 

41.43 
41.06 

40.12 
40.04 

39.97 
39.96 

39.36 
38.93 
38.86 
38.71 
38.44 
38.22 
37.94 
37.59 
37.50 
37.36 

35.19 
34.58 
34.49 

34.00 
33.76 
33.33 

32.20 
31.87 

31.14 
30.95 
30.61 
30.59 
30.35 
30.27 
30.07 

28.53 
26.88 

25.64 

東京都
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茨城県
愛知県
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５ 地域（１）
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●人口10万人当たりのNPO法人数は46.41法人で全国第６位。
●地域づくり団体数（地域づくりネットワーク長野県協議会への加盟状況）は、近年は横ばい。
●近所づきあい、地域活動への参加が活発

地域づくりネットワーク長野県協議会（※）への加盟団体数の推移

長野県企画振興部調

※地域づくり団体相互の交流・
情報交換を行い、団体の取組を
促進するための協議会（全国及
び県ごとに設置）

加盟団体は144団体で、近

年は横ばい（全国協議会
加盟団体数は全国第16位
2016年10月24日現在）

近所づきあい、地域活動への参加が活発

人口10万人当たりのＮＰＯ
法人数は全国第６位
（法人数は974法人）

全国のNPO法人数（人口10万人当たり）

（団体数）

内閣府「ＮＰＯ法人認証数・認定数調査」
及び平成27年国勢調査から
長野県県民文化部作成

ソーシャル・キャピタルの豊かさを生かした地
域活性化（滋賀大学・内閣府経済社会総合
研究所共同研究 地域活動のメカニズムと
活性化に関する研究会報告書）（平成28年3
月）から三菱総研が順位算出

長野県のソーシャル・キャピタル指数の全国順位

2016年３月末現在
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５ 地域（２）

●景観づくりは、市町村による取組のほか、住民の協定に基づく地域での取組も行われている。
●外国籍県民からの相談では、「くらし一般」、「医療・福祉・年金」、「教育」が多い。
●県政モニターにおける信州ブランドの県民認知度は70％前後を維持。首都圏での本県の発信拠点である銀座NAGANOの
2015年度の年間来場者数は74万人（2014年度の全国のアンテナショップで来場者70万人を超えたのは５店舗のみ）

県政モニターにおける認
知度は70％程度を維持

その他
５７市町村
（７４％）

景観行政団体
２０市町村
（２６％）

景観行政団体市町村数の状況（2016.7）

県政モニター調査

長野県建設部調

「多文化共生くらしのサポーター」への相談状況（件数）

長野県
県民文化部調

（％）
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景観育成住民協定締結数の推移
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横ばい

注）景観行政団体は、景観区域を指定し、良好な景観の
形成を促進するための行政事務を処理する市町村等

外国籍県民から「多文化共生くらしのサポーター」への相談は、入国管理関係を除
けば、「くらし一般」「医療・福祉・年金」「教育」に関する相談が多い。

銀座NAGANOの来場者数の月別推移

市町村による取組のほか、住民の協定に基づく地
域での取組も行われている。
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太陽光

その他

88.6 

６ 環境（１）

●経済成長を維持しながら、産業部門を中心に、温室効果ガス総排出量が削減されている。
●太陽光発電設備の導入により、再生可能エネルギーの普及が進んでいる。

温室効果ガス総排出量の推移（部門別）

自然エネルギー発電設備容量の推移

長野県環境部調

（千ｔ－co2）

太陽光発電設備の導入により
自然エネルギーの普及が進んでいる。

17,443

15,378

17,483

16,310 16,377
16,824

16,171

（年度）

（年度）

（万ｋＷ）

県内総生産（実質）と温室効果ガス総排出量の相関（億円）

長野県企画振興部調
長野県環境部調

長野県環境部調

長野県環境部調

最大電力需要・再生可能エネルギー発電設備容量の推移
（万ｋＷ）

（千ｔ－co2）

10.6 14.0 
19.7 

43.6 

67.9 

産業部門での排出量の削減割合が大きい。

16,824

（年度）

173.9 177.3

252.0

183.0 

206.9

231.3固定価格買取制度
2012年７月開始
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92.0 

93.9 
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達成率(長野県） 達成率(全国）

６ 環境（２）
●ごみ排出量少なさランキングで全国１位となるなど、一般廃棄物の削減が進んでいる一方、産業廃棄物は増加傾向
●ＰＭ2.5は減少傾向で、全国水準を下回るとともに、環境基準を2010（平成22）年度以降毎年全地点で達成（長野県
のみ）。

●河川の環境基準（ＢＯＤ）の達成率は高い水準にあるが、湖沼の環境基準（ＣＯＤ）の達成率は全国に比べて低い。

ＰＭ2.5の経年変化

ＰＭ2.5の環境基準を2010年度から毎年全地
点で達成しているのは全国で長野県のみ。

長野県内平均

全国平均

15.1 15.4
14.5

15.3 14.7

11.9 
9.6 10.0 10.4 9.9 9.3 
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（μｇ/㎥）

河川の環境基準達成率は高い水準だが、湖沼
の達成率は全国に比べて低い。

県内の河川・湖沼の環境基準（BOD・COD）達成割合

680 683
681 667 657

976 976 964 958 947

862 867 862 847 838
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800

2010 2011 2012 2013 2014
総排出量 1人1日当たり排出量（全国） 1人1日当たり排出量（長野県）

（年度）

（千ｔ） （ｇ）一般廃棄物排出量の推移

（％）

１人１日当たり排出量は2014年度は日本一少ない

総排出量は増加。下水道普及に伴う汚泥の増加が主な要因。

長野県環境部調

環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」

長野県環境部調
環境省「公共用水域水質測定結果」

（千t）

（％）
河川の環境基準（ＢＯＤ）達成割合 湖沼の環境基準（ＣＯＤ）達成割合

環境基準

（年度） （年度）
（年度）

長野県環境部調 環境省公表資料

産業廃棄物総排出量の推移

53.2 53.7 55.3 55.1 55.6
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4,341
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3,709
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特殊詐欺の認知件数・被害額の推移

認知件数

被害額

13,122件

8,867件

17,240人

11,023人26.6%

36.9%

0%
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40%
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5,000

10,000
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2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

交通事故件数及び死傷者数の推移

交通事故件数 交通事故死傷者数 高齢者の関与する事故の割合

長野県警察本部「平成27年交通統計」

７ 安全（１）

●刑法犯認知件数は目標の15,000件を下回っているものの、高齢者を狙った特殊詐欺や、子ども・女性を対象とした
犯罪が依然として高水準で推移。

●交通事故発生件数及び死傷者数は減少傾向。高齢者の関与する事故の割合は年々増加。

長野県警察本部

長野県警察本部

(件・人)
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DV・ストーカー・児童及び高齢者虐待認知件数の推移
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（件） 犯罪(刑法犯)発生状況の推移

刑法犯認知件数は減少傾向

長野県警察本部

交通事故件数、死傷者数ともに減少傾向
高齢者の関与する事故の割合は年々増加

高齢者を狙った特殊詐欺や、子ども・女性を対象とした犯罪
が依然として高水準で推移

2006      2007         2008        2009       2010        2011        2012        2013        2014        2015

（億円）（件）
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40国土交通省、長野県建設部調

●消防団員数は減少しているものの全国３位。女性団員の割合は増加。
●主要な県有施設の耐震化は完了したが、一般住宅の耐震化率は全国平均を下回り、８割程度にとどまる。

長野県危機管理部「消防白書」，消防庁「消防団の組織概要等に関する調査」

37,599人

35,314人

35,155人

1.6%

2.8%
3.0%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

33000

34000

35000

36000

37000

38000
消防団員数の推移

団員数

女性の割合

(人)

2006      2007       2008       2009       2010      2011       2012        2013      2014        2015      2016 

７ 安全（２）

67.9%

72.4%
77.5%

79.3%75%
79%

82%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

2003 2008 2013 2015

住宅耐震化率の推移

長野県 全国平均 耐震化率は上昇しているが、全国平均を下回っている。
耐震性のない住宅は176,000戸（2013年）。

団員数は減少しているが、全国的な減少傾向の中で長野県は
全国3位（2015年）。
女性団員数の割合は増加し、全国４位（2015年）。

81.1%
82.9%

86.8%
89.0%

95.0%

100.0%
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80%

90%

100%

2010 2011 2012 2013 2014 2015

主要な県有施設*耐震化率の推移

耐震化率

長野県建設部調

主要な県有施設の耐震化を完了（2015年）

•主要な県有施設：「災害拠点施設」及び「大規模建築物（延べ面
積1,000㎥以上かつ３階以上）の県有施設



947

1,806.2
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北陸新幹線（高崎～軽井沢間）利用者数
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ブロードバンドインターネット契約数（長野県）
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８ 社会基盤（１）

●信州まつもと空港の利用者数はFDA就航後、増加傾向
●北陸新幹線利用者数は金沢延伸後、1.9倍に増加
●ブロードバンドインターネット契約数は年々増加

信州まつもと空港の利用者数

1996年度をピークに2009年度まで減少していたが、
その後増加傾向となり、2015年度には2009年度の
約2倍まで増加

JR東日本 長野支社

長野県 企画振興部 交通政策課

総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関するデータ公表」

金沢延伸(2015年3月)により、
開業前の約1.9倍に増加

FDA就航

（年度）

（件）

41



83,747
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鉄道 乗合バス タクシー

単位：千人

年度

庁舎・事務所 学校 県営住宅 体育施設等 職員宿舎 その他 合計
1,292 3,180 1,830 328 1,312 555 8,497

年度（西暦）

全8,497棟

国土交通省 道路統計年報

８ 社会基盤（２）

●公共交通機関の利用者数は約１億人と近年は横ばいで推移
●国、県道の改良率は全国平均を下回り全国で35位
●1960(昭和35）~70年（昭和45）代に建設されたインフラ施設が多く、一斉に更新期を迎える

近年は横ばいで推移

山間地が多く、建設コストが高いこと等から、
全国水準を下回っている

2025（平成37）年度末までに
建設後50年を超える施設は
3,278棟（39％）

県有施設の建築年度別棟数（長野県/2014年度末）

長野県「ファシリティマネジメント基本方針」（棟）

県内の公共交通機関利用者数

北陸信越運輸局長野運輸支局「運輸要覧」

全3,829橋
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架設年度別の県管理橋梁数（長野県/2011年度末）

年度（西暦）
長野県橋梁長寿命化計画（第2期）

長野県「ファシリティマネジメント基本方針」

改良率全国順位（車道幅員５．５ｍ以上）

国・県道（指定区間除く）（％）

2025（平成37）年度末までに
建設後55年を超える橋梁は
1,851橋（48％）

（橋）

42



0

25

50

75

100

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

% 生活習慣病の状況の全国との比較（年齢調整値 20歳以上）
※該当者（強く疑われる者）の割合

長野県 全国

誤差線は標準誤差（全国は公表された標準偏差から計算した値であり参考値）

９ 健康・福祉（１）

●死因順位が男性は「悪性新生物」「心疾患」「脳血管疾患」、女性は「悪性新生物」「脳血管疾患」「心疾患」の順。
●生活習慣病の状況を全国比較すると、高血圧を除いては男女ともに全国より低い傾向がある。
●長野県の自殺者は2003(平成15)年の576人をピークに減少傾向ではあるが、全国の中位。

三大死因による年齢調整死亡率※（人口10万対）H22 （順位は低い順による）

悪性新生物 182.4

悪性新生物 148.4

心疾患 74.2

心疾患 59.6

脳血管疾患 49.5

脳血管疾患 53.9

0 50 100 150 200 250 300 350

全国

長野県

【男性】
1位 35位

悪性新生物 92.2

悪性新生物 80.3

心疾患 39.7

心疾患 32

脳血管疾患 26.9

脳血管疾患 32.3

0 50 100 150 200

全国

長野県

【女性】
2位

41位

3位

※年齢構成の異なる地域間で死亡状況の比較ができるように年齢構成を調整した死亡率

年齢調整死亡率で比較すると、全国に比べ死亡率は低い。
悪性新生物、心疾患は全国上位だが、脳血管疾患は下位。

厚生労働省「人口動態統計特殊報告」

2位

長野県：健康福祉部「H25県民健康・栄養調査」
全国：厚生労働省「H24国民健康・栄養調査報告」

生活習慣病の状況は、高血圧を除いては全国数値を下回っている。
高血圧については、全国と同水準である。

自殺者のうち、約18%に未遂歴があり、再企図の可能
性が高い。
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計

自殺者数の推移

24位
26位

26位
16位

37位

※順位は、人口10万人対で、少ない順
2015年は、概数で20位

厚生労働省「人口動態統計」

(20位)

人

高血圧

糖尿病
脂質異常症

メタボリック
シンドローム
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９ 健康・福祉（２）

●人口10万人当たりの医療施設従事医師数は216.8人で全国平均233.6人を16.8人下回っており、全国31位。
●人口10万人当たりの就業看護職員数は、全国を上回っており、全国26位。
●介護職員数は年々増加しており、2014(平成26)年には前年から2,000人増加し、3万4,000人となった。
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全国

33位

長野県

33位

33位

31位

31位

医師不足により、61病院が診療科の休止・廃止等や分娩の取扱の休止・制限等を実施している。

厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」

人口10万人当たりの医療施設従事医師数
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人口10万人当たりの就業看護職員数
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長野県

全国

厚生労働省「衛生行政報告例」

人

入所、訪問通所どちらの介護職員数も年々増加傾向にある。
また、介護福祉士登録者数がH25年度末24,694人からH27年度
末に28,856人と増加している。
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厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」

人
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％ 民間企業（従業員50人以上）の障がい者実雇用率(H27.6.1現在)

94,558 95,530 95,626 96,620 97,260 96,123 94,945 
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30,181 30,445 31,649 32,512 33,713 35,055 
35,966 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

身体障がい者
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精神障がい者
148,204

145,647143,168141,366139,674
148,984148,957

長野県健康福祉部調

９ 健康・福祉（３）

●障がい者数は増加傾向にある。
●障がい者の就職率は上昇傾向にあり、2015(平成27)年は53.8％で、全国20位。
●従業員50人規模以上の民間企業のうち59.5％が法定雇用率（2.0％）を達成しており、全国８位。

就職率は、H27に若干下がったものの、全国よりも高
い水準を維持している。

３障がいのうち、主に精神障がい者が増加している。

障がい者数
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20位
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17位

24位17位

障がい者就職率
％

長野労働局「障がい者の職業紹介状況調査」

人

従業員50人以上の民間企業の障がい者実雇用率は、全
国を上回るとともに、毎年増加傾向にある。
また、法定雇用率達成企業は59.5％あり、産業分野別
にみると、達成企業の占める割合が最も高いのは「医
療・福祉」(74.5％)、最も低いのは「学術研究、専
門・技術サービス業」(6.7％)。

長野労働局調 45



学級数 6以下 7～12 13～18 19～24 25以上 計

139 109 59 48 10 365

(38.1) (29.9) (16.2) (13.2) (2.7) (100.0)

学級数 3以下 4～6 7～12 13～18 19～24 25以上 計

42 7 61 54 22 1 187

(22.5) (3.7) (32.6) (28.9) (11.8) (0.5) (100)

小学校
（構成比％）

中学校
（構成比％）

10 教育（１）
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●小学校の３校に１校、中学校の５校に１校が単級以下で、子どもの減少により学級数は減る見込み。
●小中学校全学年で30人規模学級を実施（全国で６府県のみ）
●学力は、小中学生ともに概ね全国平均と同程度だが、中学生は「活用」に関する問題で全国平均を下回っている。

1.00 

0.91 
0.83 

0.74 
0.66 

0.60 

0.58 

1.00 
0.95 

0.87 
0.79 

0.70 
0.63 

0.58 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

小学生

中学生

小中学生の将来人口推計指数（長野県） 2010年を１.０とする公立小中学校学級別学校数（長野県/2016年度）

文部科学省「学校基本調査」
単級以下校：１学年当たりの学級数が１以下の学校。

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」を
もとに長野県教育委員会事務局で試算

文部科学省「全国学力・学習状況調査」の平均正答率

小・中学校30人規模学級（35人以下学級）の全学年実施

無条件で全学年対象に実施している府県：
長野県、福島県、京都府、鳥取県、山口県、香川県

子どもの数は減り、
学級数は今後も減
る見込み

小学生は「知識」も「活用」も
全国平均と同じかやや高い

小学校（公立）
2013 2014 2015 2016

国語Ａ

長野県 64 73 70 74

全国 63 73 70 73

差 1 0 0 1

国語Ｂ

長野県 50 57 66 59

全国 49 56 65 58

差 1 1 1 1

算数Ａ

長野県 78 79 75 77

全国 77 78 75 78

差 1 1 0 △ 1

算数Ｂ

長野県 60 59 45 47

全国 58 58 45 47

差 2 1 0 0

中学校（公立）
2013 2014 2015 2016

国語Ａ

長野県 77 80 76 76

全国 76 79 76 76

差 1 1 0 0

国語Ｂ

長野県 66 49 65 66

全国 67 51 66 67

差 △ 1 △ 2 △ 1 △ 1

数学Ａ

長野県 62 67 64 61

全国 64 67 64 62

差 △ 2 0 0 △ 1

数学Ｂ

長野県 40 58 41 44

全国 42 60 42 44

差 △ 2 △ 2 △ 1 0

中学生は「活用」で全国平均をやや下回る

※国語Ａ、算数・数学Ａ：主
として「知識」に関する問
題、国語Ｂ、算数・数学Ｂ：
主として「活用」に関する問
題
※小数点以下四捨五入

（小学６年生） （中学３年生）

文部科学省「全国学力・学習
状況調査」

小学生では全国
平均を上回って
いたが、中学生
になって全国平
均以下に



10 教育（２）

●中学生の授業外運動時間は、男子は全国平均と同程度だが、女子生徒は１週間に１時間未満の生徒が４分の１で、
全国平均よりも多い。

●不登校の児童・生徒の割合は小学校では増加、中学校では減少している。
●特別支援学級に在籍する児童・生徒の割合は、全国平均を大きく上回っている。

不登校児童・生徒数等の推移（国公私立学校）

特別支援学級児童・生徒数、在籍率（全国・長野県）

不登校児童・生
徒の割合は、小
学生では増加。
中学生では減少
傾向。高校生で
は全国平均を下
回り概ね一定で
推移

特別支援学級に在籍する児
童・生徒の割合は全国平均を
上回っている

授業外運動時間別の生徒の割合（中学生女子）

中学生女子の４分の１は１週間の授業
外運動時間が１時間未満

平成27年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査

授業外運動時間別の生徒の割合（中学生男子）

児童・生
徒数（人） 在籍率（％）

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

小学生（長野県）

小学生（全国）

中学生（長野県）

中学生（全国）

高校生（長野県）

高校生（全国）

文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」
文部科学省「学校基本調査」

（％）
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15.2（47） 15.6（46）
14.9（47）

15.4（47）

16.3（45） 16.5（47）

16.2（42）
15.9（43）

16.4（43）

15.4（43）

17.4（42）
17.1（42）

13.5

14.0

14.5

15.0

15.5

16.0

16.5

17.0

17.5

18.0

2011 2012 2013 2014 2015 2016

県内大学の収容力 県内高卒者の大学進学者のうち、県内4年制大学へ進学した割合

10 教育（３）
●大学進学者の県内大学進学率が低く、県内大学の収容力は都道府県の中で最も低い。
●一方、専門学校数は57校（H27年度）で、全国第16位（３大都市圏を除くと第９位）
●県内大学への入学者の過半数は県外出身者で、卒業時は約４割が県外就職することから、県外出身大学生の定着を高める
余地がある。

●県外進学の大学生等のUターン就職率は約４割にとどまる。また全国の大学内定率が高いとUターン就職が減る傾向

大学進学者の県内大学進学率と大学の収容力

文部科学省「学校基本調査」
から長野県県民文化部作成

県内の大学進学率は低く、
収容力も低い

都道府県別専門学校数（専修学校専門課程・上位25地域）

専門学校数は57校で
全国第16位（３大都市
圏を除くと第９位）

文部科学省「学校基本調査」（2015年)

県外進学の大学生等のUターン就職状況

○県内大学への入学者

長野県県民文化部調

県外出身
1,755人
[53.0%]

県内出身
1,551人
[47.0%]

2008.4～2012.4入学時
（５年間の平均）

○就職者の状況

県外へ就職

846人
県内で就職
1,171人
[58.1%]

2012.3～2016.3卒業時
（５年間の平均）

県内大学入学者の過半数は県外出身で、卒業時は約４割が県外就職す
ることから、県外出身者の県内定着を高める余地がある

（％）

注）収容力：県内18歳人口に占める県内入学者数の割合
（）内は長野県の全国順位

県内大学への入学者：県内出身者＜県外出身者→卒業時：県内就職者＞県外就職者

県外進学の大学生等のＵターン就職率は、H23.3卒をピークに減少し、
H28.3卒で４割弱。全国の大卒内定率が高いとUターンが減る傾向

（長野県産業労働部調）

（％）
（％）

長野県県民文化部調
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10 教育（４）

●文化・スポーツ施設の数は全国のトップクラスにあるものの、文化施設利用者や運動・スポーツ実施率は伸びていない。
●芸術関係の職業に従事する者の数は人口10万人当たりで281人（全国第11位）となり、３大都市圏を除くと第４位

文化施設、体育・スポーツ施設等の状況

●人口百万人当たり公立図書館数：52館（平成24年）

全国第２位（全国25館）
●人口百万人当たり博物館園数（含動物園）：106館（平成24年）

全国第１位（全国32館）
●人口10万人当たり体育・スポーツ施設数：95施設（平成24年）

全国第１位（全国38施設）

1,380 
1,313 1,349 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

県立文化施設利用者数（千人）

2013       2014      2015

（株）日本政策投資銀行「地域ハンドブック2015」

文化・スポーツ施設は
多いが、利用数等は伸
びていない。

1190

580
515

372 368 344 331 314 298 281 281 276 275 267 260

0

200

400

600

800

1000

1200

1400
人口10万人当たり著述家、美術家、音楽家等の数（上位15都府県）

従業上の地位(３区分),職業(中分類),男女別15歳の専門的・技術的
職業従事者中、「著述家，記者，編集者」、「美術家，デザイナー，
写真家，映像撮影者」、「音楽家，舞台芸術家」を集計

H27国勢調査（速報値）から長野県総合政策課作成

人口10万人当たりの芸術関
係の職業に従事する者は281
人で全国第11位 51.6

47.4
45.1

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

運動・スポーツ実施率（％）

県政モニター調査

（人）

2013       2014        2015

長野県県民文化部調
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11 子育て（１）

50

●妻の平均初婚年齢が高い（全国第40位）が、合計特殊出生率は高い（全国第14位）
●理想の子どもの数を持てない理由として、30代以下で見ると「お金がかかる」が多い。教育関係費の支出は減少傾向だが、
全国値より高い。

●男性の育児休業の取得率は低調

都道府県、合計特殊出生率×妻の平均初婚年齢（平成27年） 妻の年代別にみた「予定の子どもの数」が「理想の子どもの数」

より少ない理由（長野県）

長野県「長野県民の結婚・出産・子育てに関する調査（H28）」

世帯の教育関係費（月額）の推移 順位は長野県の順位

総務省「消費実態調査」（二人以上の世帯）から長野県総合政策課作成

「女性雇用環境調査」、「企業におけ
る男女共同参画社会づくり取組状
況実態調査」、「長野県労働条件等
実態調査」、「長野県賃金実態調査
附帯調査」

育児休業取得率の推移（長野県）

各軸の黒線は全国値

長野 （合計特殊出生率：1.58（概数））
（女性平均初婚年齢：29.5歳）

厚生労働省「人口動態統計」（Ｈ27年）

平均初婚年齢が全国平均よりやや高いが、
合計特殊出生率も高い

男性の育児休業
取得率は低調

子育てへの経済的負担感を持つ
人が特に多い

教育関係費は減少してい
るものの、全国平均より
高くなっている。

（％）

子育てや教
育にお金が
かかりすぎる
から

高年齢で出
産や子育て
をするのはい
やだから

健康面・体調
面の理由か
ら

自分の仕事
（勤めや家
業）に差し支
えるから

これ以上、育
児の心理
的、肉体的
負担に耐え
られないから

家が狭いか
ら

自分や配
偶者の定
年退職まで
に成人して
ほしいから

子どもがの
びのび育つ
社会環境で
はないから

家族が望ま
ないから

家族の家事・
育児への協
力が得られ
ないから

自分や夫
婦の生活を
大切にした
いから

その他 特に理由は
ない

長野県以外の
３県は各年の
１位の県を参
考記載

（円）



11 子育て（２）
●児童虐待の相談件数は一貫して増加
●就学援助対象児童・生徒の割合は全国より低いが、増加傾向
●新生児死亡率及び周産期死亡率は近年低下傾向であり、また全国平均を下回っている。
●子どもセンターに寄せられる相談は、交友関係・学校関係に関するものが多くを占めている。

767

1016

1358

1638
1761

0

500

1000

1500

2000

H23 H24 H25 H26 H272011 2012 2013 2014 2015

児童虐待相談件数

長野県県民文化部調

児童虐待の相談件数は、
一貫して増加している

1.1
1.0 1.0

0.9 0.91.1

0.8

1.0

0.6
0.7

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

2011 2012 2013 2014 2015

全国平均

長野県

新生児死亡率（出産千対）の推移

厚生労働省「人口動態統計」

4.1 4.0
3.7 3.7 3.7

2.9

3.7 3.6

3.1 3.0

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

2011 2012 2013 2014 2015

周産期死亡率（出産千対）の推移

全国平均を
下回っている

特に交友関係・学校関係に関する悩み
が多く相談されている。

件数：1286件

長野県県民文化部調

厚生労働省「人口動態統計」

子ども支援センターの相談状況（2015）

全国

15.4%

長野県

10.8%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

就学援助対象（要保護・準要保護）児童・生徒の割合

文部科学省「就学援助実施状況等調査」

（件）

注）就学援助制度とは、市町村
が、経済的理由により就学が困
難と認められる児童生徒の保
護者（生活保護者等）に、学用
品などを援助する制度

就学援助対象児
童・生徒の割合は
全国より低いが、
増加傾向
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12 財政状況（１）

●歳入面から見ると、自主財源の根幹である県税が全体の概ね４分の１で、地方交付税や国庫支出金などの国からの財源
や県債に大きく依存する脆弱な構造となっている。

●歳出面から見ると、人件費や公債費などの義務費をはじめ、削減が困難な経費が全体の４分の３以上を占め、裁量の余
地が狭い極めて硬直的な構造となっている。

予算の姿（平成28年度当初予算）

準義務

県税
2,263
25.8%

地方交付税
2,040
23.3%国庫支出金

1,063

12.1%

県債
1,001
11.4%

諸収入

754

8.6%

地方消費税

清算金

821

9.4%

地方譲与税

372

4.3%

繰入金

194

2.2%

使用料及び

手数料

180

2.1%

その他

69

0.8%

歳 入

8,757億円

通常債 565
（6.5%)

臨時財政 436
対策債 (4.9%）

生活保護費など

人件費
2,551
29.1%

公債費
1,334
15.2%

扶助費

163
1.9%

その他の

義務的な経費

1,716
19.6%

その他行政費

2,052
23.5%

歳 出

8,757億円

公立学校の教員（小・中・高など）
警察官、行政職員、特別職、議員
の給与など

借入金の返済

介護保険、後期高齢者
医療、国民健康保険関
係経費 など

公共事業費

施設運営費
事業補助金 など

税市町村交付金
災害復旧費など

社会保障

関係費

941
10.7％
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12 財政状況（２）

11,629

8,974

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（億円）

（年度）

※グラフは最終予算（H28は９月補正後）

●予算規模（最終予算）は、平成11年度以降抑制基調で推移した後、20年度以降、経済・雇用対策や施策の積極的な推進
により一定の規模で推移

●県税収入は、平成10年度にピークに達した後、景気変動の影響を受けながら増減。平成26年度以降2000億円台で推移

予算の規模

県税収入の推移

0

1,000

2,000

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（億円）

（年度）

地方法人特別税導入による影響額

※法人二税・・・法人事業税、法人県民税

うち法人二税

△86 △188 △207 △220 △257
△310

△292
△215

2,263

2,647
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12 財政状況（３）

0

5,000

10,000

15,000

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

(年度)

(億円)

16,391

県債残高の推移

●県の借金である県債の残高は、平成12年度をピークに減少した後、地方交付税の振替えである臨時財政対策債(臨財債)
の増発等により増加に転じたが、これまでの財政健全化の取組等により、平成26年度以降減少

臨時財政対策債
減収補てん債

通常債

15,700

9,598
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12 財政状況（４）

●県の貯金である基金は、平成5年度以降取崩しが続き残高が減少。その後増加に転じたものの、依然として、財源不足を
補てんするため基金を取り崩さざるを得ない厳しい状況

●県職員数は、県立病院の地方独立行政法人化（H22）や長野県行政・財政改革方針(H24～28)に基づく定員適正化等に
より減少している。
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県職員数の推移（平成19～28年度）

警察部門

教育部門

公営企業部門

病院部門

一般行政部門

（年度）

0

500

1,000

1,500

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（億円）

（年度）

財政調整基金 減 債 基金 公共施設等

整備基金

1,194
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（備考）
一般行政部門：知事部局､議会事務局､行政委員会
公営企業部門：企業局、下水道会計負担職員
教育部門：教育委員会(県が人件費を負担している

市町村立小中学校の教員等を含む｡) 等

警察部門：警察本部､警察署その他の警察機関

なお、病院部門について、県立病院はＨ２２年度
から地方独立行政法人化された。

財政調整のための基金残高の推移

総務省「地方公務員定員管理調査」。 ただし、平成25年度以降は、東日本大震災に伴う災害派遣職員を除く人数

（人）

55


